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研究ノート
産業組織と国際貿易 (5)
—Tariff と Quota の Equivalence について一一
小
?
正 雄
〔1〕序
完全競争を仮定する静学的なモデルのもとでは，関税と輸入割当はそれが輸入財の国内
価格，生産量，および輸入量に同じ効果を与えることが知られている。これは Bhagwati
(1965)のペー パー 以来， Equivalence命題として国際経済学の一つの命題となっている。
しかしこの命題は，完全競争と静学的な諸仮定のもとで成立するのである。不完全競争
市場の場合や経済成長によって需給曲線がシフトするような場合には，両者の同等性は必
らずしも成立しない。不完全競争下の貿易理論つまり NewTrade Theoryの1つのト
ピックとして， 関税 (Tariff)と輸入割当 (Quota)が不完全競争市場や動学的な市場を
考えた場合どのような違いをもたらすのか，改めて検討してみたいと思う。
周知のように， GATTの関税引下げ交渉によって，先進国間の関税は大幅に引下げら
れ，今日では工業品に対する関税率はほぽ696にすぎなくなっている。しかしこれに代っ
てさまざまな形の数量制限が一般化してきている。つまり Tariffに代って Quotaが一
般化してきている。もし Tariff とQuotaが完全に equivalentであれば， Tariffの
削減に代って Quotaが登場してきてもそれほど問題ではないかも知れない。しかしもし
両者が現実的な仮定のもとで equivalentでな<,Quotaの方が inefficientであれば，
大きな問題である。 AndersonJ. (1988)は， Quotaが Tariffよりも welfareの点で
劣っていること， また両者の Non-Equivalenceが実証的にも明らかであることを示し
たが， もしそうであれば， TariffとQuotaの Equivalence問題を改めて検討してみ
る必要である。 Bhagwati(1965)は，輸入財の自国生産が独占企業によって行われる場
合を扱っているのであるが，その後いくつかの側面に拡張された。小論の課題は，主とし
て部分均衡図を用いて，独占，成長，衰退，不確実性， ロビー 活動， Retaliationなどが
存在するというより現実的な市場構造のもとで， TariffとQuotaの Equivalenceの問
題を考察することである。
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〔2〕 独占下の Tariffと Quota
自国の輸入財が独占企業によって生産される場合には， TariffとQuotaがequivalent
でないということを， 3つのケースについて考える。 1つは TariffとQuotaによって
同じ輸入最が実現する場合，第2は輸入財の国内生産最が同じになる場合，第3はその価
格が同じになる場合である。簡単化のため，外国のこの財の自国への供給曲線は水平（無
限に弾力的）で， 自国企業の限界費用は逓増するものとする。一般的に言えることは，
Tariffの場合，自国の独占企業は外国価格に関税を加えたもの以上の価格を設定するこ
とはできないが， Quota場合には競争は制限され， それだけ独占力を行使することがで
きる。
最初に，輸入量が同じになる場合を考える。図1がそれである。図 1でpfは外国の供
給曲線， DD'は自国の（総）需要曲線， Tは従量関税， MCは自国の輸入産業の限界費用
（供給）曲線である。関税 Tを課せば自国価格は pf+Tになるので，生産量は XFか
らXTに増え， 消費最は CFから CTに減少するので， 輸入量は XTCTになる。 T
の関税下の生産量は XT, 消典量は CTであるが， それは Pf+Tが自国企業の直面す
る価格であると共に限界収入曲線でもあるので，輸入産業が独占的であるかどうかにかか
わらず成立する。
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次に XTCT(=豆）に等しい輸入割当が課されるとする。 この場合， Pfより高い価格
のもとでは，自国の消費者は外国からの輸入によって需要をみたそうとするのであるが，
輸入量が 0で制限されているので， 自国の生産者の直面する需要曲線は pfから上方で
は DEE'になり， Pfより下方では Quotaは制約とならない。したがって， 自国企業の
直面する需要曲線は DEE'F'D'になる。
もし輸入産業が競争的であれば， MC線がこの万EE'F'D'と交わる E点まで生産が
行われるので， XTが生産され CTが消費される。 したがって輸入産業が競争的であれ
ば， Tの輸入関税と 0の輸入割当は，生産盤，消費最，価格に同一の効果をもたらす。
これが Bhagwati(1965) の Equivalence命題である。
次に輸入産業が1企業によって独占されるものとする。 この場合 Quotaが課されれ
ば，自国の独占企業の直面する需要曲線は DEE'F'D'になり，したがって DEE'に対
する限界収入曲線 MRはそれより下方に位置する。独占企業は MRとMCの交点に対
応する XQを生産し， pqの価格をつけるので， 需要量は CQに減少する。関税の場合
には，価格，生産量， 消費量はそれぞれ pj+T,XT, CTであったので， 同じ輸入量を
制限することについて，独占の場合には Quotaは Tariffよりも welfarereducingと
なるのである。
以上は， QuotaとTariffによって輸入量を共に〇だけ削減する場合の両者の比較で
あった。 しかし比較の基準はそれ以外にも考えることができる。以下では Quotaと
Tariffによって，独占企業の生産最を同じにする場合と， その国内価格を同じにする場
合を考えてみる。
まず，前者は図2に示している。 Quotaの場合， Quotaによる互E'に対応する MR
とMCとの交点Rの生産量 XQを独占企業は生産する。・他方， Tariffによって価格が
pf+Tになれば，独占企業は P/+Tが MCと交わる XTを生産する。 XQ=XTであ
る。 しかしその場合， 価格については Pq>PJ+T, 消費量については CQ<CTとな
り， welfarelossは Quotaの方が大きい。
次に， 2つの政策によってその財の価格を同じにする場合を考える。図3がそれであ
る。 Tの Tariffによって価格がP!+Tになれば， 生産最は XT, 消費量は CTにな
る。他方Qの Quotaによって価格も鉛(=P!+T)になり， 生産量は XQになり， 消
費量は CQ(=CT)になる。したがって，生産量だけ XQ<XTとなり，両者で異なる。
以上， QuotaとTariffによって輸入量を同じにする，生産量を同じにする，価格を同
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じにするという 3つのケースについて，両者の比較を行った。このように，輸入財の国内
生産が独占企業によって行われる場合， 2つの政策はそれぞれ違った効果をもたらすので
あり，したがって独占のもとでは TariffとQuotaは同等ではないのである。
〔3〕 Dynamicな側面における Tariffと Quota
以上は輸入財の生産が独占的に行われるという不完全競争市場のもとでの Non-
Equivalenceの問題であった。しかし Non-Equivalence問題が特に重要になるのは，
産業の成長や衰退によってその財の需要曲線や供給曲線がシフトするような動学的な側面
であろう。輸入産業が成長ないし衰退するというより現実的な仮定のもとで，もしQuota
が Tariffよりもよりコストの大きい政策であれば， 最近のように Quotaが Tariffに
代って一般化することは大きな問題となる。
図4で， DD'ユ沿',Pf.Pf+Tは図1と同じである。完全競争のもとでは0の Quota
と従量関税 Tは同等であり， 自国価格は Pe=Pf+T, 生産量は XQ=XTであり， 消
費量は CQ=CTである。いまこの産業が衰退産業であり，その結果供給曲線SSがS'S'
に左側にシフトするとする。この場合， 0のQuotaのもとでは均衡点は Fに移行し，価
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格は P/に上昇し， 生産量は XQ'に減少する。 しかし関税 Tのもとでは均衡点は G
になり，価格は以前と変らず生産量が XT'に減少し， したがって輸入量は GF(=
XT'CT)に拡大する。 Quotaは価格を引上げ，関税よりも国内生産を高め消費を引下げ
るので，明らかに Tariffよりも劣った政策である。 したがって， SSが S'S'にシフト
する以前に両者が equivalentであっても，シフト後はもはやequivalentではない。した
がって，輸入産業が衰退するょうな場合， QuotaはTariffよりも劣ることになる。逆に
輸入産業が成長し，図4で SSが右側にシフトする場合， TariffTのもとでは生産量が
増えて消費量が一定であるので輸入量は減少するが， Quotaの場合には DD'線にそって
価格が低下し輸入羞は一定であるので，消費量は必らず増加する。したがって， pf,T,Q
が一定の場合に SSが右側にシフトする場合には， Quotaの方が welfareの点で優れ
ている。なお，一定の Tのもとでその産業が大きく成長し， SSが大幅に右側にシフト
すれば， その産業は輸出産業化するであろう。これに対して百の Quotaを続ける場
合，そのような産業の転換は行われないであろう。
他方， 所得の増加によってDD'曲線が右側にシフトするときどうなるであろうか。
Quotaの場合，初期の供給曲線にそって価格と生産量は増加するが，輸入量は Quota量
で一定である。しかし Tariffの場合， PfとTが一定である限り，価格と生産量は一定
で輸入量が増加するであろう。つまり Quotaの場合には価格が上昇し， Tariffの場合は
輸入量が増加するであろう。
以上のように，輸入産業が衰退ないし成長し，また所得が増加するという現実的な動学
的な側面では， TariffとQuotaは equivalentではないのである。
〔4〕 Uncertaintyのもとでの Tariffと Quota・
不確実性が存在する場合におけるTariffとQuotaの問題についてはすでに Anderson
J. (1988)の本格的な研究がある。ここでは最も簡単な Non-Equivalenceケー スとして，
自国の輸入する財の外国価格が不確実で， しかも自国の輸入需要曲線が直線の場合を
Vousden (1990)にそってとりあげることにする。
図5で， DmDm'はある財の自国の輸入需要曲線， Pfはその財の外国価格で， P/+e
とP/-Eの値を1/2の確率でとるものとする。したがって Pfはその平均値である。いま
Qを輸入割当最とし， 同時に Qが関税の下での期待輸入抵であるとする。したがって
pqは Quotaに対応する価格である。 Tの従量関税がかけられると， 自国価格は外国価
格が P/+eのときには P/+e+Tとなり，外国価格が Pf-eのときには Pf-e+Tと
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なる。 自国価格が Pf+e+Tのときの輸入量は Q2,Pf-e+Tのときの輸入量は QIで
ある。 QIとQzの平均値が Qであるので， Q2Q=QQ1である。
世界価格が1/2の確率でPf+e,Pf-eの値をとるとき， QuotaとTariffによる消費
者余剰の変化を考える。まず外国価格が Pf+eのとき， TのTariffは QのQuotaょ
りも A+B+Cの余剰の損失を生じさせる。 しかし外国価格Pf-eのとき， QのQuota
は Tの Tariffよりも D+E+Fの余剰の損失を生じさせる。 Quotaによる余剰の損失
D+E+Fの方が， Tariffによる余剰の損失 A+B+Cよりも大きい。 したがってこの
ような外国価格が不確実な場合， QuotaとTariffは equivalentではない。 いまの場
合， Tariffの方が優れていることが知られる。
〔5〕 Rent (Revenue) Seekingが存在する場合の Tari任と Quota
Tariff RevenueゃQuotaRentを求めるロビー活動がLDCsでは勿論，先進工業国
でも広く行れており，そのような分析はすでに Krueger(1974), Bhagwati (1980)によ
ってとりあげられている。そのような RentSeekingが TariffRevenueゃQuota
Rentについて行われる場合,TariffとQuotaの間で何らかの違いが生ずるであろうか。
最初に TariffRevenue Seekingが行われる場合を考える。まず Tariffは課されてい
るがTariffRevenue Seeking活動のない状態を考える。この場合生産点は図6の PT,
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消費点は CT,効用水準は UTである。ただし Pfは世界価格， pdは関税下の自国価
格， ICCは所得消費曲線である。輸入は QTCTで，関税収入は輸入財で表わして AB
である。いまこの関税収入AB全体を， TariffRevenue SeekerがRevenueSeeking 
活動を通じて取得するとすれば， 消費点は CRになり， welfareは URに低下する。
消費点が CRのときの生産点は， CRを通る Pf線と国内価格が Pdのときのリプチン
スキー線 OR線との交点 PRである。生産点PRでの生産額を輸入財で評価すれば OE
であるから，このような TariffRevenue Seeking活動は，輸入財で表わして EAの生
産量の犠牲を伴うのである。したがって QRCRが TariffRevenue Seeking活動下の
輸入である。
次に輸入割当 (Quota)を考え，その Quotaによって Tariffの場合と同量の輸入
QTCTに制限するものとする。この場合 Tariffの場合と同様の， 生産点，消費点，効
用水準は PT,CT, UTである。 Quota収入は輸入財で測れば ABである。 もしこの
Quota RentをQuotaRevenue Seekerが RentSeeking活動を通じて取得すれば，
この国の消費点は CR, 生産点は PRであるから, Quota Rent Seekingのもとでの
輸入も QRCRとなるように思われる。しかし Quotaのもとでの輸入は， QuotaRent 
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Seekingがあるかどうかにかかわらず QTCTでなければならない。 もし QRCRが
QTCTに等しくなければ， QRCRがQTCTに等しくなるようにpdが変化しなければ
ならないのである。 Quotaの場合には輸入は QTCTに制限されるので， もしQRCRが
QTCTを上回れば，輸入財の自国価格は QuotaRent Seekingがある場合には上昇す
るであろう。以上から Rent(Revenue) Seekingがない場合には，輸入は共に QTCT
である。しかしもし Seekingがある場合には Tariffの場合の輸入は QRCRであるが，
Quotaの場合は QTCTである。したがって両者は等しくないのである。
〔6〕 Retaliationがある場合の Tariff:と Quota
TariffとQuotaの Non-Equivalenceのケー スとして， Retaliationが行われる場
合について考える。この点は Johnson(1954)によってとりあげられて以来， Rodriguez
(1974), Tower (1975)によって検討され，最近では Copeland(1989)が Tariffと
Quotaによる Retaliationと Negotiationをとりあげている。 Tariffまたは Quota
によって各国が自国の welfareを最大化するような形で報復するケースを通常のオファ
ーカープ分析で考える場合，オファーカープのシフトや変化の仕方が両者で異なり，一般
的には両者は Non-Equivalentである。そして， 両国が非協力的ナッシュ行動をとった
とき， Quotaの場合 1)貿易は最終的にゼロとなる。 2)いずれの国も自由貿易の状態よ
り鄭ける。これに対して Tariffの場合， 1)プラスの貿易量の水準で均衡点に達する，
2)一国は自由貿易の状態よりもベターになり得る，ことが示されている。
まず Tariffによる報復を考える。図7で OH,OFは自国と外国の自由貿易下のオフ
アーカーブであり，したがって自由貿易下の自国の輸出量は砧，外国の輸出量は efであ
る。ここでTariffによる報復を考える。 RhとRfがそのときの自国と外国の Reaction
Curveである。 この中， Rhは（外国の関税によって生ずる）さまざまな外国の Offer
Curveと自国の貿易無差別曲線との接点の軌跡である。 Rfは同様にして導いた外国のそ
れである。したがって両者の交点 Nは Nash均衡点である。 N点での輸出量は砧',ef' 
でプラスの貿易が行われる。
Quotaによって Retaliateする場合はどうなるであろうか。図8は両国がQuotaによ
って報復する場合のプロセスを示したものである。
まずもし自国が最適点 Bに達するために OMの輸入 Quotaを課せば， 自国の Offer
Curveは OABMになり，最高の血’に達することができる。次に外国が Quotaによ
って報復するのであるが，もしその最適点が自国の OfferCurve OHのACの部分の D
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点にあれば，外国は OGの輸出 Quotaによってそれを実現するであろう。というのはも
し外国が GDの輸入 Quotaによって D点を実現しようとすれば， その GDは B点
に対応する外国の輸入 OXよりも大きく， 外国の輸入 QuotaGDは有効でないからで
ある。この場合，外国の OfferCurveは OIDF'になる。次に自国が最適点を求めて報
復するのであるが，この状況のもとで自国にとって最適点は I点であり，それは OJの
輸出 Quotaによって自国の OfferCurveをOKIH'にすることによって達成される。
いまや自国の輸出（外国の輸入）は OJであり，自国の輸入（外国の輸出）は OGであ
る。次に外国が最適点を求めて報復するのであるが，外国の最適点は Kであるから，こ
の点は外国が輸入 QuotaOJを課すことによって外国の OfferCurveを OIKJにする
ことによっても，また外国が輸出 QuotaOQを課すことによって外国の OfferCurve 
を OLKF"することによっても実現できる。
さて，以上の QuotaRetaliationから最適点は， E→B→D→I→K というプロセスを
たどるのであるが， このような QuotaRetaliationはますます貿易を制限するように作
用し貿易量をゼロに近づけるのである。これに対して Tariffによる Retaliationの場合
は，両 OfferCurveは一様に内側にシフトし，最適関税を課したような政策均衡点が生
ずるのである。
〔7〕結び
GATTでの各国の協力によって Tariffによる貿易障壁は世界的に大幅に低下してき
たが，それに代って Quotaによる貿易障壁が一般化してきており， しかも VERsな
どの Quotaによる貿易障壁のさまざまなタイプのものが一般化してきている。 しかし以
上から TariffとQuotaが equivalentがあるのは， 完全競争市場で， staticで， 不
確実性がなく，また RentSeeking活動も報復もないという， 非常に限られた市場型態
の場合に限られるのであり，一般的には equivalentではないことが知られる。
特に産業の成長や衰退を考える動学的な側面では， 両者が non-equivalentであるこ
とは重要である。
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